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政党ガバナンスコードの提案 
－法律実務家の視点からみた実践：政党不信の克服と社会分断の緩和に向けて－ 

加藤慶二1（弁護士） 

 

第１ はじめに：いま求められる政党改革－政党ガバナンスコード 

１ 党内統治（政党ガバナンス）ルール整備の必要性 

   政党は、議会制民主主義のシステムにおいて重要な存在とされ、社会の多様な利益や

意思を集約し、それを政策プログラムとしてまとめて提示する機能（利益集約機能）を

負っている。政党が信頼され、そして正しく機能していくことは、良質な政治空間を形

成するうえで極めて重要である。 

   ところが、実際の選挙では、政党が長期的な国家像を示すこともなく、党首やキーパ

ーソンの印象が優先し、さながら「 人気投票」 イメージ合戦」の呈をなしている。日常

的な政治空間においても、各政党が、多種多様な民意を集約・統合して、持続的な統治

理念に依拠して行動しているとは言い難い。 

   そもそも、日本では、平成の政治改革以前の選挙制度の名残なのか、政党が民意を吸

い上げ、議員を束ね、そして組織としての集合知を統合していくという発想が乏しく、

政党は、各政治家（個人商店）の寄せ集めという感覚が強いように思われる。平成の政

治改革によって、政党中心の選挙制度になったのであれば、なおさら、政党の執行部が、

政党内部をどのように運営・統治していくかという発想を持たなければならない。それ

にもかかわらず、それらについてあまり注意が払われておらず2、現代の政治空間におい

ては、政党が本来果たすべき諸機能を真に果たしているのか、その実効性について疑問

を抱かざるを得ない結果となっている。 

それを裏付けるかのように、統計調査などを踏まえても政党に対する信頼は決して高

 
1「2013 年弁護士登録。早稲田リーガルコモンズ法律事務所にて執務する。これまで同性婚訴訟などの 社会の

あり方が問われる訴訟」に携わってきた。民主主義・法の支配が健全に機能するための仕組みに関心を持ち、

とりわけ、民意を適切に集約・統合し、それを責任ある政治に反映するための制度設計に強い問題意識を有す

る。これまで法曹として、政治に関わる法的課題に取り組んできた。 
2「岩崎正洋 大統領制化と政党政治のガバナンス」（日本政治学会編『政治学におけるガバナンス論の現在』）

木鐸社〔2015 年〕101・105 頁では、多くの民主主義国において政党主導型から大統領制化に変化したことに

よって、政党内部の運営、統治がよく治まらなくなった、政党によるガバナンスから政治的リーダーによるガ

バナンスへ変化したのではないかとしている。原因はともかく、少なくとも、岩崎教授が日本の政党内ガバナ

ンス（運営、統治）が適切に治まっていないのではないかという問題意識を有しているようには思われ、本稿

の問題意識と共通する。 
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くなく、社会において期待されている存在としてみなされていない。統計上、政党に対

して 信頼しない」と答えている人は７６.９％にも及び3、実際に政党に加わって活動し

ている人に至っては、（２０１９年時点での調査ではあるものの）たったの１．４％にす

ぎない4。この政党加入率は４８か国中３９位であり、低順位である。日本における政党

に対する信頼度又はコミットメントが低いことを示すものである。 

これでは、政党が民意を集約する役割を果たすことは期待できず、政策プログラムを

着実に実行に移すという原動力を欠くといわざるを得ない。 

本稿は、政党が本来の機能・役割を発揮するには党内統治（政党ガバナンス5）のルー

ル整備が必要であると考えるものである。ただし、上記で述べたように、政党不信が根

強いことから、 なぜ日本社会において政党の信頼が低いのか」 なぜ政党へのコミット

メントが低いのか」という疑問に答えなければ、政党ガバナンスの改革提案は画餅に帰

する。そのため、上記疑問に答えつつ、政党ガバナンスのルール整備を提唱する。 

２ 社会分断と統治主体意識 

  それに加えて、現代の日本社会においては社会的分断の傾向が強まっている。かつて

個人を包摂していた中間団体（企業、労働組合、町内会など）が弱体化し、個人が砂粒

化「（片化化）して孤立している。その結果、人々は不安を抱え、政治不信を招き6、それ

が排外的な感情に転化している。政治的立場の異なる者同士が互いを敵視し、対話が不

全に陥る状況は、民主主義への深刻な脅威となっている（社会分断の深刻化）。加えて、

統計調査によれば、主権者としての自覚・意識に関して、「 政治を動かしているのは誰か」

という問いに対し、 国民一人ひとり」と回答した者は１割にも満たず、 国会議員」等

が上位を占める傾向にある7。社会分断が進んでいる一方で、主体的に政治に関わろうと

 
3「電通総研の第８回 世界価値観調査 1990～2024 年日本時系列分析レポート」〔2024 年〕20 頁 
4「電通総研の 第７回『世界価値観調査』レポート「最大 77 か国比較から浮かび上がった日本の特徴」〔2021

年〕15 頁 
5「 「（政党）ガバナンス」の意味は多義的であるが、ここでは、政党内の意思決定が適切かつスムーズである、

執行部が暴走を起こさないように監視されているなどの意味を込めて、さしあたり 党内統治（がよく治まっ

ていること）」という状態と捉える。岩崎前掲論文、曽根泰教 ガバナンス論－新展開の方向性－」（岩崎編

『ガバナンス論の現在「国家をめぐる公共性と民主主義』）〔2011 年〕の二つの論文を参考にした。 
6「前掲の電通総研の第８回世界価値観調査〔2024 年〕20 頁によれば、政府を信頼しないと答えた人は全体のう

ち、66.9％にのぼる。またイプソス株式会社が行った 2024 年の統計調査でも、日本人の政治や政治家への不

信感は、グローバル平均よりも低いものの、 既存の政党や政治家は、自分のような人間を気にかけてない」

は 62％が、 この国の政府は、私のような人間の悩みを優先していない」には 59％が同意するとの回答結果が

報告されている。2023 年の東京大学谷口研究室・朝日新聞共同世論調査では、７割以上が政治家は自分のよう

な人々のことを顧みてくれないと感じているとしている。 
7「（公財）明るい選挙推進協会『若い有権者の政治・選挙に関する意識調査（第 4回）』〔2022 年 2 月〕は全国

の 18 歳から 29 歳の男女 3,150 人を対象に行われた統計調査である。同調査 23 頁に本文記載の結果が紹介さ
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する統治主体意識までも低い結果となっている。 

   すなわち、今日の日本社会の政治空間においては、社会分断の緩和、統治主体意識の

向上についても、早急な対策が求められる。政党は政治空間のなかで重要なアクターで

あるからこそ、社会分断の緩和、統治主体意識の向上に対しても汗をかく必要がある。 

３ 求められる政党改革 

  私は法科大学院修了後に法曹資格を取得して以来、法律実務家として、政治に関わる

法的課題に取り組んできた。その経験を通じて、政党ガバナンスの整備が不可欠である

こと、そして、政党が社会分断の緩和や統治主体意識の向上において一定の役割を担い

うることについて、問題意識を深めるに至った。法科大学院教育が目指した 市民社会

を支える法曹」として、政治の現場で得た知見をもとに政党のあり方を問うことは、法

曹の新たな実践として意義があると考える。 

そこで、本稿は、法律実務家としての視点から、①政党のガバナンス整備、②社会分

断の緩和、③統治主体意識の向上を目指す政党改革として、政党ガバナンスコードの制

定を提案する。 

   ただし、本稿は、必ずしも、政治学・公法学等における実証的研究を企図するもので

はない。未だ先行研究との関係で検討を要する点を残しているが、本稿はあくまで法律

実務家の立場からの政策提言を主眼としており、令和の政党改革における議論の一助と

して提示するものである。 

  以下、第２章では政党不信の原因を分析し、第３章では裁判員制度の先例から制度導

入による文化変容の可能性を検討する。これらを踏まえ、第４章以下で政党ガバナンス

コード（私案）を提示する。 

  

第２ 政党に対する不信感に向き合う 

１ はじめに 

政党ガバナンスの整備を考える前提として、まず、「 なぜ日本社会において政党の信頼

が低いのか」 なぜ政党へのコミットメントが低いのか」という疑問について検証を行う。

政党の不信感を拭うことができなければ、政党ガバナンスの再構築は不可能だからであ

る。 

そもそも 政党」概念が本格的に議論され始めたのは明治時代にさかのぼる。明治時

 
れている。2009 年の調査でも１桁台の回答となっており、統治主体意識の低迷傾向は変わっていない。 



4 

 

代に西欧から政党概念がもたらされた。 

特定の法概念が社会に定着するか否かについては、川島武宜博士の 法意識」研究が

有名である。川島博士によれば、明治という時代においては、近代法典が整備されただ

けでは、当該制度や概念が社会にすぐには浸透せず、当時の国民の生活との間に大きな

ずれがあったことを指摘する8「。そして、日本人が何かしらの行動を決定するうえでは、

法律にどのように規定されているのかということもさることながら、当該概念が社会に

どのように理解され、受け入れられているのかという法にまつわる様々な諸要素（法意

識）こそが重要であるとした9。すなわち、一つの概念が社会に浸透し、国民がその概念

を内実化するにあたっては、ただ、法律にその概念が規定され、遵守しなければならな

いとルール化されればよいのではなく、制度として知っているか否かに始まり、当該法

概念に対して正当なものとして評価できるか否か、はたまた心理的な抵抗感のないポジ

ティブなイメージとして受け入れられているか否かといった法にまつわる諸要素こそが

重要であると指摘したのである。 

これらの知見を踏まえ、私は、一つの法概念が社会に浸透するには、法規範に明示的

に規定されることで社会的に 正統なもの」として承認されること、そして、日本社会

として当該法概念について実践・討論し、体得する プロセス」を経ること、この二つ

の要素が重要であると考える。 

２ 法概念が浸透するための二つの要素 

（１）法規範による「正統化」 

ア 法規範が持つメッセージ機能 

日本は法治国家であるため、法律に一定の法概念が 規定」されれば、そのル

ールは、行政を縛る規範として働くことになる。しかし、法律に一定の法概念が

規定されることの効果はそれだけにとどまらず、法律に一定の法概念が規定され

ることそれ自体が、社会に対して当該法概念を肯定するようなメッセージを発す

る効力を持つ。国家のルールに定められることは、社会の中で当該法概念の承認

 
8「川島武宜『日本人の法意識』岩波書店〔1967 年〕５頁 
9「川島前掲本８頁では、 意識」は 法律上の制度（たとえば、言論の自由の保護）を知っているか知らないか

だけでなく」、その法制度そのものに対する イメージ」も含むとする。 言論の自由の保護に対しどのような

価値判断を持っているのか（どの程度に支持するか、しないのか）ということのみならず、その価値判断の基

礎としてどのような価値判断のわく組み（価値判断規準）をもち、またそれと関係させその価値判断をしてい

るのか」ということも含む。そして、９頁では、法意識は せまい意味での『法律』―政府・立法機関あるい

は裁判所が国民に向かって伝達する命令―に関するものだけでなく、せまい意味での法律の現実の機能に関連

を持つ社会行動の決定要因となるものを含む」としている。 
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という価値が付与されるのである。 

そのことを指摘したのが、婚外子相続分最高裁合憲決定10の中島裁判官の反対意

見である11。同意見によれば 本件規定「（者者注法法定相続分を定める条文）は、国民生

活や身分関係の基本法である民法典中の一条項であり…国家の法として規範性を

もち、非嫡出子についての法の基本的観念を表示しているものと理解される…。

…非嫡出子の法定相続分を嫡出子のそれの二分の一と定めていることは、非嫡出

子を嫡出子に比べて劣るものとする観念が社会的に受容される余地をつくる重要

な一原因となっている」と述べており、法律によって、ある概念を正面からどの

ように規定しているのかは、我々国民の規範意識や価値判断に直接影響を及ぼす

ことを前提としている。その後、２０１３年（平成２５年）には、非嫡出子と嫡

出子の相続分の差異を違憲と判断する決定「（婚外子相続分最高裁違憲決定12）がな

されたが、法廷意見でも「 （同規定の）存在自体がその出生時から嫡出でない子に

対する差別意識を生じさせかねない」と指摘しており、やはり、法律の規定ぶり

が社会通念の形成や我々の行動準則に影響を与えていることを前提としている。 

法治国家である限り、公権力作用は 法」の下で営まれる。このように、国家

における多くの作用が 法」の下に従わざるを得ず、 法」は権力を拘束するとい

う性質をもつことから、 法」は我々国民の意識において極めて大きな影響力を持

つ。法（法規範）に正面から規定されることは、行政等を拘束するという効果だ

けでなく、国民に当該法概念が 正統」なものであるとの価値を付与する効果を

もつのであって、我々の行動準則や価値判断において大きな影響をもたらすので

ある。 

イ 法規範における「空白」 

ところが、これまでの憲法の規定をみてみたときに 政党」の存在について規

定された条項が存在しないことに気づく。大日本国憲法（明治憲法）、日本国憲法

制定時、いずれにおいても、政党に関する一般的・包括的な規定は置かれること

はなかった。大日本国憲法の制定史を紐解いても、憲法起草者が政党に対して消

 
10「最大決平成 7年 7 月 5 日民集 49 巻 7 号 1789 頁 
11「かつての民法 900 条 4 号ただし書は非嫡出子の法定相続分を、嫡出子の半分と規定していた。その条文の違

憲性がこれまで何度も問題になっており、上記平成７年の決定においては、合憲との判断が示されたが、反対

意見が付された。その後、平成 25 年に違憲と判断され、現在は、非嫡出子と嫡出子の法定相続分は同等とな

っている。 
12「最大決平成 25 年 9 月 4 日民集 67 巻 6 号 1320 頁 
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極的な評価を与えていたと考えられ13「、日本国憲法の制定時においても政党に関

して何らの規定は設けられなかった。また、当時の閣僚は政党に関する法律を制

定することについても消極的であった14。実際にこれまでに、政党の位置づけや役

割を定める 政党法」に当たる基本法が制定されたこともない。 

国会における立法過程は、多元的な意見や意思を調整して、コンセンサスを模

索するところにある。しかし、政党の存在意義、役割、機能に関しては、これま

でに多様な意見が存在したことから、少なくとも広範な社会的合意（コンセンサ

ス）が十分に形成されなかった15。法律で規定すべきでないとのコンセンサスの一

致を示すような文書が存在したわけでもないから、我々日本社会は 政党の存在

意義・役割・機能」について、これまでコンセンサスの一致を見たことを経験し

ていないということができよう。 

これは、日本では大日本国憲法・日本国憲法および関連基本法において、政党

の存在意義や役割が明示的に 正統なもの」として位置付けられてこなかったこ

とを意味する16。法規範による正統化が行われなかった結果、 政党の存在意義・

役割・機能」そして 政党を通じた政治参加」は、なお曖昧な事柄として、我々

日本社会では受け止められている可能性がある。 

（２）プロセスの経験の欠如 

 そして、当該法概念が日本社会に浸透するには、日本社会として、それを実践・討

論し、体得するようなプロセスを経ることもまた重要である。 

 例えば、瀬木教授は 多くの日本人にとって、法はみずからの意思で築き上げ、あ

るいは獲得したものというよりは、むしろ‥天から降ってくるようなかたちで与えら

れたもの」であって、 民主化の進んだ戦後にも、本質的には、それほど大きく変わっ

 
13「1889 年 2 月 12 日の黒田清隆首相の 地方長官に対する訓示」、1889 年 2 月 15 日の伊藤博文枢密院議長の演

説においても、政府は政党から距離を置いて、超然として歩まなければいけないとされている（稲田正次『明

治憲法成立史（下巻）』〔1962 年〕922 頁～925 頁）。 
14「1946 年 9 月 6 日の帝国憲法改正案特別委員会において、金森国務大臣（当時）は政党に関する特段の規定

を設けることには否定的な立場を示している。 
15「これまでに衆参の憲法調査会をはじめ国会では、政党の役割、政党法などに関して多くの議論がなされてき

たが、政党の存在意義等に関して、法規範上で制定されたことはおろか、文書でのコンセンサスも存在しな

い。（積極的に法制化すべきでないとの結論を含め）政党の存在意義、役割、機能などについて何らかの合意

に至ったとは考えにくい。 
16「なお、学説上、日本国憲法は政党の存在を当然に予定していると解されるうえ、判例法理においても、政党

は議会制民主主義を支える不可欠の存在として位置づけられている。しかし、本稿では、憲法典や基本法など

の規範において 明文で」その地位や役割が規定されていないことによって社会に浸透しきれていないことを

問題にしている。 
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ていないのではないか。それが、法学者・元裁判官としての私の実感である」と指摘

する17。たとえ、法律によってその価値が付与されたとしても、日本国民にとって、法

概念が着実に浸透するには、それ以外の事情が必要であることを示している18。 

そうであればこそ、特定の法概念や制度が国民の行動規範にまで適切に定着するた

めには、日本社会として当該法概念について実践・討論し、体得するプロセスを経る

ことも重要であるというべきである19。 

ところが、日本において、 政党の存在意義・役割・機能」については、憲法をはじ

めとする法規範に明示的に規定されなかった。そのこともあって、我々日本社会は、

当該概念を全国的に共有しつつ反復的に実践し、その意味内容をめぐって討論・体得

していくような プロセス」を、制度的かつ意識的に経験することができなかった。 

それゆえ、 政党の存在意義・役割・機能」、そして 政党を通じた政治参加」のイ

メージの輪郭が曖昧なまま、今日に至っていることを窺わせるのである。 

（３）小括 

このように、 政党の存在意義・役割・機能」について、法規範上、固有の地位が与

えられず、それを実践・体得するためのプロセスを十分に経験することができなかっ

たことは、現代の我々が、特定の政党へ主体的に参加したり、党派性を公にすること

に対して積極的意義を見出せず、無意識のうちに懐疑や躊躇を覚えてしまう遠因にな

っていると考えられる。 

３ それを支えた日本特有の文化・土壌 

（１）明記しようとの機運が高まらなかったのはなぜか 

 
17「瀬木比呂志『現代日本人の法意識』講談社現代新書〔2025 年〕21 頁～22 頁。瀬木教授は 33 年間の裁判官

経験をもつ元裁判官、法学者である。 
18「杉原泰雄博士（憲法学）は、近代以降によれば、多くの国が、国の最高法規としての憲法典を持ったと指摘

する。ただ、その近代化の仕方の相違によって、成立してくる憲法の内容が異なり、いわゆる 下からの近代

化（近代市民革命による近代化）」と 上からの近代化（近代市民革命でなく、旧特権身分の指導による近代

化）」のいかんによって、成立してくる憲法の原理を異にするという。杉原博士は下からの近代化を経て制定

された憲法のほうが、より国民の権利保障が厚いと指摘する（杉原泰雄『試練にたつ日本国憲法』勁草書房

〔2016 年〕85 頁～91 頁）。杉原博士の指摘は、近代立憲主義において、法が単に 上から与えられる」のでは

なく、市民側の主体的な運動・プロセスと結びついて形成されることの重要性を示すものであり、法概念の定

着には上からの規定だけでは十分でないとする本稿の問題意識と通底する。 
19「特定の法概念・制度がいかに社会に定着していくか、どのような過程が必要であるかについては、法社会学

において一定の研究の蓄積がある。例えば、林研三ほか『レクチャー法社会学』法律文化社〔2001 年〕37 頁

には いかに民主的な法改正がなされたとしても、民法をはじめとする国家制定法が民衆に定着するには民衆

の側の基盤（内面的な主体的精神）がなければならないのであり、その基盤はそれまでの民衆の側の『生ける

法』の近代化によって生まれてくることになろう」などとされている。しかし、本稿では、その点における理

由の検証について立ち入らない。 
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一方で、原因はそこだけにあるとは解されない。実態としてここまで政党が重要な

アクターであるのであれば、どうしてこれまで法規範上の地位を獲得しようという機

運が大きく高まらなかったのか20。それは、「 政党の存在意義・役割・機能」について、

正面から向き合いたくない、積極的に向き合う必要がないというベクトルが（無意識

下であっても）一定程度作用していたのではないだろうか。すなわち、日本特有の文

化・社会的土壌が、この 不在」と曖昧さを支え続けてきた可能性があり、その解明

が必要となる。 

（２）他者との差異を是としない文化 

まず、古来の日本には、近代的意味での 社会」よりも、いわゆる 世間」が優位

であったのではないか、この指摘はつとにされているところである。 

日本では、 社会」というものは乏しく、周囲との関係性を元にして生きてきた。 世

間とは個人個人を結ぶ関係の環であり、会則や定款はないが、個人個人を強固な絆で

結び付けている21」とあるように、何か具体的な判断基準や原則というものによって規

律されているのではなく、他者や周囲との関係性のなかで、生活圏がつくられている。

その生活圏内では、他者に迷惑をかけることは許されず、 自分は無罪であ（っても）

…自分が疑われたというだけで、自分が一員である環としての自分の世間の人々に迷

惑がかかることを恐れて、謝罪する22」ことが求められる。 世間」で最も重要視され

るのは、他者に迷惑をかけてはならないという抑圧であり、周囲となるべく摩擦を起

こさないようにするという同調圧力である。その意味では、他者との差異を踏まえて、

健全な政治空間を形成するといった文化となじみにくい風土があったことが指摘でき

る。事実、日本社会においては、訴訟によって私人間の紛争を解決することを忌避す

る傾向があった。その原因について、川島博士は、もともと、相互の権利義務が明確

にされず曖昧な状態であることによって維持成立されている友好的な 協同体」的関

係の基礎が片壊されてしまうからではないかと考察しており23「、上記の阿部博士と同

様の問題意識を有している。 

そして、このような見方は、丸山眞男博士の指摘とも重なっている。丸山博士が著

 
20「これまでに政党法制定の気運がなかったわけではないが、平成の政治改革以降は具体的にほぼ存在していな

い。 
21「阿部謹也『世間とは何か』講談社現代新書〔1995 年〕16 頁 
22「阿部前掲本 21 頁 
23「川島前掲本 140 頁 
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した「「『誠 と反逆』では、この国における 誠 」概念に着目する。すなわち、江戸

時代における臣下が主君に対する 誠 」は献身性を意味し、主君とパーソナルな意

味でつながり、全人格的に奉仕することが求められていた。そこには、時として、主

君に対して諫言することが含意されており、丸山博士はそれを高く評価した。ところ

が、近代になり、主君の代わりに、天皇制に対して誠 が求められると、 誠 」の内

容が変質し、健全な批判までも許されなくなったことに警鐘を鳴らす。「その結果、近

代以降は、正当な異議申立ですら逆賊として認定されてしまうようになったというの

である24。 

政党政治とは本来、異なる利害や思想の 対立」を前提とし、それを議論によって

調整するシステムである。しかし、阿部博士のいう 世間」においては対立そのもの

が 波風」として忌避され、丸山博士のいう 誠 」構造においては正当な批判です

ら 反逆（逆賊）」へとすり替えられてしまい、政党政治として実現しようとしている

社会観と整合しない。 

つまり、これまで、 政党の存在意義・役割・機能」について正面から議論せず政党

政治を積極的に捉えようとしない風潮は、これらの日本特有の歴史上の事情が影響し

たのではないだろうか。 

４ まとめ 

 なぜ日本社会において政党の信頼が低いのか」 なぜ政党へのコミットメントが低い

のか」。その背景には多様な要因が存在すると考えられるところ、本稿がとりわけ注目す

るのは、「 政党の存在意義・役割・機能」について、法規範の地位が与えられず、曖昧な

まま今日に至っていること、だからこそ、日本社会としてそれを実践・体得することが

できなかったこと、そしていわばその放置を補強するような日本特有の事情があったの

ではないか、ということである。 

この仮説が正しいとすれば、 政党の存在意義等について、改めてコンセンサスを形成

すべく議論を開始しよう」とは簡単にならないこととなる。政党文化を根付かせようと

議論を提起しても、前述の文化的土壌が合意形成そのものを阻むか、たとえ一定の合意

が形成されたとしても、その浸透を妨げるおそれが大きいからである。 

 

第３ 制度的枠組みによる主体性の獲得及び文化変容 

 
24「丸山眞男『誠 と反逆』筑摩書房〔1998 年〕33 頁、63 頁、103 頁、110 頁など。 



10 

 

１ 裁判員裁判という先例 

そうだとすれば、我々に今求められるのは、前述の文化的土壌を除去することとなろ

うが、私は文化的土壌を除去するような対策を取らずとも、強いリーダーシップをもっ

て、「 あえて」制度を導入することで、前章で述べた文化的土壌を変容することができる

と考える。我々は、そのような重要な先例をすでに経験しており、本章では、 裁判員制

度」の導入経過をみてみることとする。 

２ 裁判員裁判の導入経緯について 

（１）導入前の忌避感 

司法制度改革審議会意見書の提案に基づき、２００４年５月に、「 裁判員の参加する

刑事裁判に関する法律」が成立し、５年の期間を経てから、２００９年５月から裁判

員制度が始まった。それまで、刑事裁判の審理は職業裁判官が独占していたが、司法

の国民的基盤を更に強固なものとすべく25「、一般国民を参加させる画期的な改革であ

った。 

しかし、導入前の世論は極めて消極的であった。 素人に人は裁けない」 処罰感情

に流される」といった批判が根強く、２００４年５月の法律が成立した時点では、制

度導入には一定の支持があるものの、国民の多くは自分が裁判員になることには極め

て消極的であった。読売新聞が実施した裁判員制度に関する世論調査結果（２００４

年５月２７日付紙面掲載）によれば、裁判員制度の導入に国民の半数が賛成する一方

で、７割近くの人は裁判員として参加したくないと考えており、２００８年１月～２

月に実施された あなたは裁判員として刑事裁判に参加したいと思いますか」とのア

ンケートに対しても、 参加したい」 参加してもよい」と答えたのはわずか１５．５％

であった26。国民の側にも 人を裁く」という重い責任を忌避する 世間」的な感覚が

支配的であったことが窺える。 

それでも、そのような消極的な声があってもなお、強いリーダーシップをもって司

法制度改革が推し進められ、２００４年に「 裁判員の参加する刑事裁判に関する法律」

が成立したのである。 

（２）導入後の変化 

 
25「司法制度改革審議会『司法制度改革審議会意見書』〔2001 年 6 月〕 
26「株式会社インテージリサーチ 「『裁判員制度に関する意識調査』調査結果報告書」〔2008 年 3 月〕23 頁によ

る裁判員裁判導入前の調査結果。 
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裁判員裁判が法制化され、実施されるまでの準備期間、そして、実際に導入されて

から、多くの人がこの制度に携わることとなった。その結果、現在では、優に１２万

人を超える人々がこの制度に関わっているところ、経験者のうち９７％以上の人が、

 良い経験であった」と答えるに至っている27。職業裁判官からも、この制度に対して

概ね良好な反応を示している人が多いと思われ28、一般国民のみならず、職業裁判官に

おいても、裁判員制度が受け入れられている。 

少なくとも現時点において、裁判員裁判が違憲であって、制度そのものを廃止すべ

きであるという声はほとんど聞かれず、日本社会に裁判員制度は根付いたと評価して

いいだろう。 

ここからいえることは、当初は消極的な論調が目立っても、司法制度改革という強

力なリーダーシップの下で、いざ制度が導入され、 裁判員」という役割が与えられれ

ば、多くの人は、他者と議論を尽くし結論を導き出すという役割を全うし、次第に司

法判断への主体性を獲得するということである。 

３ 制度導入によって変容する意識 

一方、この裁判員制度の成功はあくまで司法の場における特殊な事例であって、政治

空間においては援用できないという反論もまた予想されるところである。 

しかしながら、この先例は、丸山博士が提唱した 『である』ことと『すること』」の

実践として捉え直すことで、この先例は政治空間にも妥当する普遍的な先例となりうる

と考えたい。丸山博士によれば、近代社会を特徴づける各種の集団や制度は、本来、不

断にその働きを監視し検証する原理（いわば『すること』の原理）によって支えられる

べきものであるにもかかわらず、日本社会には、未だ既存の地位や立場にただ安住し、

現状に甘んじようとする原理（いわば『あること』の原理）が根強く残存しているとす

る。一つの制度に主体的に取り組む姿勢そのものが未だ十分に浸透していない。だから

こそ、意識的に ある」価値を相対化し、 する」原理を前面に引き出す努力が必要だと

説く。そうすることによって、不断に検証する（メンテナンスする）意思を覚醒させる

ことができ、それによってその制度がはじめて意味のある 制度」になるというのであ

 
27「最高裁判所事務総局『裁判員制度 10 年の総括報告書』〔2019 年 5 月〕１頁 
28「島田仁郎 刑事裁判に対する国民の理解と信頼」論究ジュリスト２号〔2012 年〕97 頁では、裁判官の好意

的な声を紹介している。これらは、統計調査ではないが、最高裁前長官が書いた論稿であって、少なくない裁

判官が同じような感想を抱いていたことが推察される。 
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る29。 

裁判員制度の導入は、まさにこの すること」の原理を制度的に要請したものであっ

た。当初、多くの市民が 人を裁く」ことに消極的であったにもかかわらず、市民が司

法システムに参加し、より民主的な司法を目指す制度を導入することによって（『するこ

と』の原理）、市民の意識と行動が変容したのである。これは、 制度」という枠組みが

市民の する」主体としての自覚を覚醒させ、それがより広がっていくことで、究極的

には社会の文化変容につながりうることを実証した歴史的先例と評価できるのではない

だろうか。「  

そうであるならば、民主主義の中核たる政党の場面においても、同様に新たな制度的

枠組みを設けることで、市民の意識と行動の変容を促すことは十分に可能であるという

べきである。 

前章で述べたように、他者との差異を是としない文化が遠因となり、「 政党の存在意義・

役割・機能」について正面から議論せず、その結果、政党に対する不信感を生んでいる

のだとすれば、政党不信を否定するために、「 あえて」強いリーダーシップをもって、人

為的に法規範に規定し、正統なものとし、そして、それを体得するプロセスを共有すれ

ば、前章で見た強い政党不信を和らげ、 する」主体としての自覚と責任感を覚醒するた

めの有力な手がかりになるはずである。 

この仮説が正しいとすれば、たとえ 政党への信頼が低い以上、政党を中心とする改

革を行っても意味がない」 そのような文化が育っていない」といった批判が出たとして

も、改革を躊躇すべきではない。日本人が政党そのものへの不信、政党へのコミットメ

ントが低かったとしても、半ば人為的であっても、強いリーダーシップをもって、制度

導入に踏み切れば、おのずと国民の意識、ひいては日本特有の文化を変容させることを

可能とするのである。 

 

第４ 政党ガバナンスコードの提案 

  そうであればこそ、いま必要なのは、躊躇することなく、「 政党の存在意義・役割・機能」

を積極的に位置づけようとするルールを制定することである。その具体化として、私は別

添の政党ガバナンスコードの制定を提案したい（以下、単に 別添コード」と略す。）。そ

 
29「丸山眞男 『である』ことと『する』こと」170 頁、171 頁、175 頁、179 頁など。同『日本の思想』岩波新

書〔1961 年〕所収。 
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れが、曖昧模糊としていた政党を積極的に評価することを意味し、ひいては政党文化を阻

害する日本特有の文化・土壌を変容させ、政党に対する不信感を払拭していくものと考え

るからである。 

 

第５ そもそもガバナンスコードとは何か 

１ コーポレートガバナンスコードについて 

 別添コードの解説に入る前に、「 ガバナンスコード」がいかなるものかについて説明を

加えておく。 

別添コードは、東京証券取引所が策定した コーポレートガバナンスコード」を参考

にしている。コーポレートガバナンスコードとは、２０１５年に策定され、その後も、

持続的な成長と中長期的な企業価値向上が図られることを目的として数度にわたって改

正が重ねられてきた。 

 もともと、コーポレートガバナンスコードの議論が始まったのは２０１０年代中葉に

さかのぼる。そもそも、株式会社においては、会社の経営を担う 経営陣」と株式を持

つ 株主」が異なるため、株主は、経営に関わろうとする能力・知識・意思がないこと

が多い。そうすると、会社の経営陣に対する適切な監督が期待できないこととなり、最

悪な事態として、会社の経営陣が私的に財産を流用したり、浪費することが起きうる。

所有と経営が分離するからこそ、会社経営陣に対して適切な経営を行うよう、規律付け

（監督）を行う必要が出てくるのである。 

 ほかにも、会社経営者に対して、どのようなルールを求めるかについては、数十年に

わたって、商法、会社法などの法律によって模索されてきたが、これらの法律による規

律は、その違反に罰則が適用されることとの関係上、どうしても最低限のルール（ミニ

マムスタンダード）にならざるを得なかった。最低限の規律を求めるよりも、各社のベ

ストプラクティスを求めるための模索として、法律ではない別のルール化が求められた。 

これらの理由によって、コーポレートガバナンスコードが検討されたのであり、コー

ポレートガバナンスは、 会社経営者に対してこのような『規律づけ』をするための制度

的な担保及び具体的な制度運用の総体」を意味するものといえるであろう30。 

２ ソフトローとは 

 
30「ここまでの説明は太田洋『コーポレートガバナンスコード入門』岩波新書〔2025 年〕3 頁～4 頁に拠るとこ

ろが多い。 
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 そして、東証が策定したことから明らかなように、コーポレートガバナンスコードは

法律ではない。このように、法律ではないルールを「 ソフトロー31」といい、国会が制定

する 法律」（ハードロー）とは区別される。コーポレートガバナンスコードは、遵守し

なければならない様々なルールを定めるが、遵守するかどうかは、対象に任され、それ

を守らない場合には、「 なぜ守らないのか（Comply「or「Explain）」の説明を行えば足りる

とされる。遵守せずとも、説明そのものが誤っていても、はたまた説明すら拒否しても、

法律でない以上、法的な制裁は課されない。 

３ ソフトローとすべき理由 

私は、政党の存在意義・役割・機能を積極的に位置づけ、そして政党ガバナンスを規

律するルールとしては、法律ではなく、コーポレートガバナンスコードに準じたソフト

ローを制定することが望ましいと考える。その理由は以下のとおりである。 

第一に、政党の多様性・創意工夫を生むからである。法律としてのハードローは、か

えって 杓子定規にそのルールを守りさえすればよいだろう」として思考停止に陥る恐

れを生む32。政党の経営、政党に求められるミッションへの取組姿勢は、ベストプラクテ

ィスからミニマムスタンダードまでの間にかなりの 幅」があるため33、原則に基づくア

プローチを採用することで、各政党の創意工夫を促し、多種多様な政党の発展を期待す

ることができると考える。 

第二の理由として、ハードローに比べて、ソフトローであれば、必要な改正、問題意

識を迅速に反映することができる。細則を規定せずに、プリンシプルのみを規律すると

いう手法は有用である34。 

そして、第三として、最大の理由は、ハードロー、つまり 政党法」を制定する場合

には、政党における結社の自由（憲法２１条１項）との関係で、緊張関係が生ずるので

はないかという疑問があるためである。政党は、政党が政党としての意思を形成し、そ

の実現のために活動する自由35を持つところ、その運営について、国家が不当に介入する

 
31「飯田高 ソフトローとは何か」法学教室 497 号〔2022 年〕10 頁によれば、ソフトローとは厳密には強制力

を備えた法ではないが、何らかの理由によって法に類似した拘束力をもっている規範をいう。 
32「野田博 コーポレートガバナンス分野」法学教室 497 号〔2022 年〕23 頁 
33「コーポレートガバナンスコードに関する指摘であるが、太田前掲本 107 頁にて同様の指摘がされている。 
34「本稿第 2 章では、 法による正統化」が重要であると述べたが、その意味ではハードローではない、ガバナ

ンスコードを制定するだけでは意味がないとの反論は当然に予想される。しかしながら、ガバナンスコードも

一種のソフトローではあり、しかるべき機関が制定すれば、 法による正統化」の効力が一定程度は存在する

と考える。 
35「小野義康『日本国憲法と政党』日本評論社〔2024 年〕60 頁 
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ことは許されない。 

   小野教授によれば、政党の 結社の自由」に関しては、いかなる制約も許さない 徹

底した自由」があるとする学説36、不合理な規制は許されないが合理的な規制については

許容される余地がある学説37「、政党は議会制民主主義を支える不可欠の要素であって公

的性格が強いがために、一般の私的結社よりも一定の規制を加えることが可能であると

する学説38など様々なものがあるとする39。私見では、政党交付金を受け取っている政党

に限っては、公金を受け取っている以上、むしろ積極的に一定の監督が要請されるので

はないかと解するが40、いずれにせよ、ハードローを制定することが、国家の政党運営に

対する介入ではないのかという論争は避けられない。 

   そうであれば、少なくとも現時点では、ハードロー、すなわち 政党法」によって規

律するよりも、まずはソフトローによる規律を模索し、その後、政党法の制定を検討す

るというプロセスを採るのが最も合理的である41。 

４ 実効性による疑問 

 ただし、ソフトローによる規律を行う場合、実効性が果たして存在するのかという最

大の疑問が立ちはだかる。法律が制定されることの最大の効力は、その遵守確保力にあ

るが、ソフトローであれば法的制裁が期待できないことから、確実に遵守されるか、不

安が残る。 

 そこで、私は、別添コードの遵守を促すために、政党助成法４条１項42を改正すべきで

あると考える。政党助成法４条１項は政党交付金の交付にあたって条件を付すことを禁

止しているが、政党ガバナンスコードの遵守報告書を国に提出し、国会にその報告を行

うことを条件として、政党交付金を交付するのである。政党交付金という公金を受け取

る以上、一定のガバナンスルールに服するということは合理的である。そのため、ガバ

 
36「長谷川正安 法律時評」法律時報 55 巻 9 号〔1983 年〕7 頁など 
37「丸山健『政党法論』学陽書房〔1976 年〕162 頁、佐藤幸治『憲法〔第 3版〕』青林書院〔1995 年〕128～129

頁参照。 
38「芦部信喜『憲法学Ⅲ 人権各論（１）〔増補版〕』有斐閣〔2000 年〕529 頁 
39「小野前掲本 47 頁～55 頁は多くの学説を紹介している。 
40「松井茂記『日本国憲法〔第４版〕』有斐閣〔2002 年〕137 頁も 公的助成を受けるための要件として、党内

民主主義を要求…することは許されてもいいであろう」と指摘する。 
41「前掲の飯田論文などでは、ソフトローについて人々が新しいルールに適応するための機会を設けることがで

きる点をメリットとしてあげている。新しい制度や取組を導入するときに、まずはソフトローが使われること

があるとしている。 
42「本稿発表時における同法 4条 1 項 国は、政党の政治活動の自由を尊重し、政党交付金の交付に当たって

は、条件を付し、又はその使途について制限してはならない。」 



16 

 

ナンスコードの遵守対象は政党助成法２条でいう 政党」になる（政党本部が想定され、

政党の支部は含まない。ただし、コードの内容によっては都道府県単位の政党支部を含

むことは検討されてよい。）。 

 ただ、別添コードの遵守の程度と政党交付金の支払可否はリンクさせるべきではない。

そもそも達成率を判定することは容易ではないうえ、達成率まで政党交付金の支払いと

リンクすれば、事実上、ガバナンスコードがハードローとして機能してしまいかねない

からである。 

 そうすると、ガバナンスコードの遵守報告書の内容の評価は民意に委ねられることと

なる。コーポレートガバナンスコードの遵守可能性の局面でも、（機械的に原則を守りさ

えすればよいという態度でコードに臨んでしまうなどの）形式的な遵守が行われたり、

（遵守しない理由について十分に説明せずに、検討中という理由のまま数年間放置する

などの）不適切な説明が行われているなど、ガバナンスコードそのものが形骸化してい

るのではないかという指摘はなされているところである43。そのため、政党ガバナンスコ

ードが形骸化しないよう、民間レベルにおいても、シンポジウムを開催したり、報道機

関がチェックする、第三者委員会が監視するなどして、なぜコードを遵守しないのか、

どのような理由に基づいてガバナンスコードの遵守を拒んでいるのかなど、不断の検証

は必要であろう44。  

５ 小括 

以上をまとめると、まずは、政党助成法を改正し、政党助成法に基づいた機関が、政

党ガバナンスコードを制定し、遵守報告書の提出及び国会での報告を行う限りにおいて、

政党交付金が交付される建付けにする。そして、改正法に従って、政党交付金を受領し

ようとする各政党は政党ガバナンスコードを遵守し、その遵守状況を記す遵守報告書を

提出・報告を行うことで、その限りにおいて、政党交付金が交付される。 

そして、国民は、提出される遵守報告書等を判断材料として、投票を行うことが考え

られるのである。 

６ 社会全体での議論へ 

 上記で述べたとおり、日本においては、「 政党の存在意義・役割・機能」に関して、こ

 
43「古田倖基 コーポレートガバナンス・コードの実効性「－ソフトローの実証研究－」立命館法政論集〔2024

年〕第 22 号 15 頁以降参照 
44「コードが形骸化しないよう、いかなる主体がどのような方法で監視していくかについては、本稿の射程を超

えるため、別途の検討課題としたい。 
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れまであるべき議論がなされなかった。のみならず、政党に民意を集約・統合し、党内

統治をいかに適切に行っていくか（政党ガバナンス）に関しても、十分な議論がなされ

てこなかった。 

そうであればこそ、政党ガバナンスコードを制定することで、「 法による正統化」がす

すみ、各政党が政党の存在意義、役割、機能を再定義する機会にさらされ、社会全体で、

政党の存在意義等について、議論する機会を生むことができる。しかも、民意の集約・

統合、執行部に対する監督などの政党ガバナンスの在り方についても同時に検証するこ

ともできる。それは、政党の存在意義を今一度再定義し、政党不信を乗り越えるととも

に、 政党」に対する積極的な評価を促すことになるのである。 

 

第６ 別添コードの説明 

１ 政党の組織化（コード１～３） 

（１）政党ガバナンスの制度化（別添コード１） 

政党（政党本部をいう。以下同じ。）は、目指すべき国家像を確立し、議会制民主主義の中核的主体

として、構成員による実効的な監視及び監督が可能となるよう意思決定手続及び監督体制その他の

具体的ルールを含む適切なガバナンス体制を整備しなければならない。また、政党は、特定の者に権

限及び意思決定が過度に集中することのないよう、十分に配慮を行うべきである。 

別添コード１は、政党ガバナンスのルール整備を正面から求めるものである。政党

がどのような体制・意思決定過程で形成されているのかが不明確であり、寡頭制に陥

っている可能性があるのではないかと考えられてきた。近代的・組織的な団体になる

ために、まずは、政党に求められる 利益集約機能」を最大化するものとして、政党

内のガバナンスを制度化・適正化することを目指す。 

（２）多様な人材の登用及び育成（別添コード２） 

政党は、多様な人材の発掘及び登用に日常的に取り組むとともに、その所属する議員、公認候補予定

者その他の関係者（以下、 関係者等」という。）に対し、政策の立案に関する能力その他必要な能力

の向上を図るための支援をしなければならない。また、関係者等が行う政治活動及び選挙運動に対す

る必要な支援を適切に行うべきである。 

議会制民主主義の中で重要な存在であるがゆえに、政党には、優れた人材が集まる

必要がある。ところが、なぜこのような人物が支部長に就任したのか、不透明な場合
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もあり、縁故によって決まっているのではないかと首をかしげる場合もある。不透明

な選考プロセスを排し、多様な人材を登用45「・育成すべきである。そして、それは政党

を一部の特権層から国民全体へと開かれた存在にし、国民の主体的コミットメントを

促す契機にもなる。 

（３）法の支配の貫徹（別添コード３） 

政党は、第三者による不当な干渉を排除し、自律的に運営されることを旨としなければならない。た

だし、その自律性は、法の支配の理念に則り、適正手続の原則を損なうものであってはならず、その

運営は、公正かつ透明な手続により行われなければならない。 

また、政党が議会制民主主義のなかで適切な存在意義を果たしていくためには、政

党内が適切なルールのもとで運営されていかなければ、政党が十分な信頼を受けるこ

とはできない。ところが、現時点の判例法理を前提とすれば、政党内の事柄について

は司法上の統制が効きにくいため46、政党内の統治、ガバナンスについて、人治主義に

なりやすい。だからこそ、政党が自ら制定した綱領、倫理規定などによって運営され

るべきである。 

（４）小括 

別添コード１～３は、政党を 組織化」し、政党の本来の機能・役割を発揮するも

のとしての政党ガバナンスを再定義するルールである。同時に、政党が近代的な組織

として衣替えすることを命ずることで、各政党のみならず国民に 政党とは何か（存

在意義）」、 政党は何のために存在するか（役割、機能）」、そして 国民がいかに政党

を通して政治に参加するか」という問いに直面化させることが可能となり、第２章及

び第３章で詳述した、正統化・プロセスの経験としても機能する。 

前述したように、別添コード１～３を整備することは、政党の信頼回復を意味する

と同時に、政党ガバナンスを再定義する重要な一歩になると考える。 

２ 社会分断の克服と統治主体意識（コード４・５） 

（１）社会分断を克服するために 

ア 政治への信頼の回復 

現在、多くの個人が 自分の声は政治に届いていない」 政治から排除されてい

 
45「待鳥聡史 コモンズとしての政党－新たな可能性の探求」174 頁以下でもリクルート機能が求められると指

摘する。待鳥聡史・宇野重規『社会のなかのコモンズ 公共性を超えて』白水社〔2019 年〕所収。 
46「共産党袴田事件の判断（最判昭和 63 年 12 月 20 日集民 155 号 405 頁）。 
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る」と感じており47、自身が政治から疎外されているとの感情を抱いている。この

ような疎外感を蓄積させた結果、既存の政治制度そのものに対する不信が高まり、

 現状を壊す」方向への志向や、政治的立場の過激化に傾きやすくなる。その一

つの表れが、特定の集団を敵視し、排除を正当化するような排外主義的な言説や

態度である。そして、その結果として、対立の先鋭化と社会的分断が生じるので

ある。 

すなわち、社会分断の原因の一つとして、政治が多くの個人の声を拾わない結

果、政治を信じることができない、 政治に対する不信感」にあると思われる。 

そうであればこそ、社会分断を緩和するための一つのアプローチは 政治不信

の回復「（㋐）」である。政党は、国民が抱いている疎外感を取り除くべく、民意を

正確に捕捉し、政治システムへと接続し直すことで、政治への信頼の回復に努め

なければならない。 

イ 寛容の精神の醸成 

 また、排外的感情を乗り越えるためには、異質な他者と積極的に交流し、コミ

ュニケーションをすることも、また有用である。 

 我々は、姿形が見えない相手に対して、激しい批判・非難をすることができて

も、ともに会話をしたり、食事をするなどして相手と一定期間過ごせば、相手の

態度に一定の理解を示す経験を持っている。これはいわゆる 心理学の接触仮説

48」からも裏付けられるものであり、排外的感情を持っている相手であっても、そ

の相手と接触することによって、寛容の精神を醸成することができる（ただし、

相手と接触さえすればよいということでもなく、接触を重ねることによってポジ

ティブな評価が生ずるのは、一定の条件が揃うことが必要である49。）。 

 だからこそ、社会分断を克服するための一つのアプローチとして、いま求めら

れるのは 寛容の精神（㋑）」を醸成するための仕掛けである。具体的には、公共

空間において、相手を頭ごなしに否定しない、根拠をもって語るなどの一定のル

 
47「イプソス株式会社が行った前掲の統計調査参照のこと。 既存の政党や政治家は、自分のような人間を気に

かけてない」は 62％が、 この国の政府は、私のような人間の悩みを優先していない」には 59％が同意すると

の回答結果が示されている。 
48「池田謙一ほか『社会心理学（補訂版）』有斐閣〔2019 年〕217 頁 
49「アマンダ・リプリー『よい対立・悪い対立「世界を二極化させないために』ディスカヴァートゥエンティワ

ン〔2024 年〕306 頁～307 頁、469 頁などでは、一定の条件として、例えば○ⅰ主催者がその話し合いなどをサ

ポートすること、○ⅱ人々がただ話し合うのではなく実際に力をあわせて行動すること、○ⅲ共通の目的を目指す

べく、関係者全員がその場にいたいと望むこと、○ⅳ相手の意見を頭ごなしに否定しないことを指摘する。 
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ールを備えたうえで、人々が自由議論を相互に行うことによって、相互理解を生

み、妥当な見解への支持を増やすことを目指す50。実際に無作為に選出した市民同

士に政治討論を行ってもらった結果、討論を行う前と行ったあとでは、別の考え

を聞くことによって別の政治的な見解に対する寛容性を高め、なおかつ、特定の

グループに対する排外的感情が低減したという心理学実験も報告されている51。 

（２）統治主体意識の向上のために（参加型民主主義） 

 間接民主制の下では、国民は お任せ（統治客体）」になりやすく、政治的無関心や

無責任な態度が蔓延しがちである。人間はだれしも、自分ごとではない事柄には、そ

の判断をおろそかにしてしまう傾向がある。心理学においても、自身が当事者でない

場合には、無責任な判断を下しやすいことが報告されており、複数の他者が存在する

場面で責任感が希薄化する 傍観者効果52」がそれである。例えば、電車のなかで、困

っている人を見かけたときに、周囲に自分以外の乗客がいると、 誰かほかの人が声を

かけるのではないか」と勝手に思い、自らが行動せずにその場を通り過ぎてしまうこ

とがある。 

人にもよるであろうが、社会に溢れている痛ましいニュースに対して、自分に何が

できるだろうかと思うことはあっても、このようなニュースについて四六時中考え続

ける人は決して多くはないはずである。仕事、育児、介護など日々の生活を生き抜く

ことで精一杯である我々は、自分に直接関係の薄い政治課題について無関心になって

しまうのは、ある意味では当然である。一方で、人は、自らの生活、課題、利害に直

結する政治課題であれば、時間をかけて情報を集め、識者の見解を精査しようとする。

強い関心を向けているテーマや論点であれば、フェイクニュースであるか否かを見抜

くことも比較的容易となる。 

そうであるならば、統治システムに主体的に関わるような仕掛けを設けることこそ、

 
50「ハンナ・アーレントも政党の一つの機能として 議論や論争を通じて、個別利害を濾過し、個別利害を超え

た公共性を準備する政治的空間、公的なフォーラム」であることを認める。川崎修『ハンナ・アレント』講談

社学術文庫〔2014 年〕65 頁。 
51「横山智哉『 政治の話」とデモクラシー－規範的効果の実証分析』有斐閣〔2023 年〕193 頁、197 頁。ただ

し、同 207 頁には、時間の経過とともにその効果が薄まり、ミニパブリクスの討議効果の持続性は認められな

かったとも指摘されている。そのため、集団討議の質であったり、討議の時間などを工夫しながら、寛容の精

神を持続するための仕掛けを構築することが重要であろう。 
52「安藤清志ほか『社会心理学』岩波書店〔1995 年〕126 頁によれば、援助が必要な場面に出くわしたときに、

自分以外に多数の援助可能者がいると、他の援助可能者はこの事態をどう認知するのか、どう対処するのかを

観察するなどして、援助行動を行う責任が多数者間で分散する傾向が生じやすいとしている。 
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統治主体意識を高める鍵となる。いま求められるのは、国民を傍観者に留め置くこと

ではなく、一人一人が一定の責任を引き受けることを通じて、統治主体意識を涵養し

うるような環境づくりである。 

その一つの答えが 参加型民主主義（㋒）」を実現することである。 

（３）別添コード４及び５の説明 

 以上のとおり、社会分断の緩和、統治主体意識の向上のために重要となるのが、㋐

政治不信の回復、㋑寛容の精神の醸成、㋒参加型民主主義の実現である。これを志向

するのが別添コード４及び５である。 

ア 政治不信を回復するための「民意の集約」（別添コード４の説明） 

政党は、国民の多様な意思及び利害を把握、集約又は統合し、これを議会に反映させるために、

必要な措置を講じなければならない。 

別添コード４は、政党が本来担うべき 利益集約機能」をより強く意識するこ

とで、その機能を具体的な実践を通じて回復させ、政治不信の回復を図ろうとす

るものである（㋐）。ひいては寛容の精神を醸成することにもつながる（㋑）。 

政党の党大会は、党員の意思表明の重要な場である。「（各政党によって異なるで

あろうが）いま以上に、主体的に民意を集約するために、党員だけでなく、非党

員からの意見を集約することも積極的に検討されてよい。またとかく、政党の運

営や政策決定は、声の大きいインフルエンサーの声に引っ張られがちである。サ

イレントマジョリティーを見抜き、的確に民意を集約するためには、むしろ政党

が無作為に市民を選び、そこから現在のニーズを集めることも考えられる。 

他にも、昨今のデジタル技術の進歩を踏まえ、国民からの意見を収集すること

も考えられるところである。国民からの意見を収集する際には、同じ人が複数回

の投稿をするなどして、正しい民意の把握が難しいとも指摘されるが、昨今の技

術革新を踏まえれば、寄せられた投稿を整理し、分析することも可能になるであ

ろう。 

イ 参加型民主主義の実現（別添コード５の説明） 

政党は、集約された民意を、個別の利害を超えて、社会全体の利益として位置付けなおすこと

ができるよう、組織運営や政策決定の過程に国民の直接的な参加を可能にする制度的環境を整

備すべきである。 
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別添コード５は、政党の組織運営や政策決定の過程に国民の直接的な参加を促

すことによって、民主主義の充実化を図ろうとするものである（㋒）。 

実際に、台湾などでは、vTaiwan というプラットフォームが設けられたことが

あり、ピーク時には約２０万人のユーザー（台湾人口の１％）が参加し、２８の

問題について詳細な審議が行われ、８０％が立法措置につながったという53。ほか

にも join というプラットフォームでは、一般の人々が意見やアイディアを提案す

ることができ、５０００人の賛同が得られれば、その提案に対して行政の関連部

門は、２カ月以内に書面により回答しなければならないとされている。 

また、スペインのバルセロナでは、 デシディム」という市民と行政をつなぐイ

ンターネット上の対話の場が構築されている。スマートフォンやパソコンからア

カウントを登録するだけで、誰でも市政に対する意見投稿や提案、投票をするこ

とができ、提案を書き込めば、市の担当者から技術的な実現可能性などについて

応答がなされるという。２０１６年の試験運用では市長の行動計画案に４万人の

市民が参加して１万１０００件以上の提案が提出され、約９０００件が政策に反

映されたデシディムの参加者はバルセロナ市での総人口のうち１７％にも及ぶ54。 

これらはいずれも、行政に関する参加型民主主義制度であるが、市民が直接統

治に関わろうとする動き自体は共通するうえ、これらの制度を導入することによ

って、特段、大きな支障は生じていない。自分ごととして政党の運営、政策決定

に関わることができれば、統治主体意識が向上することとなり、より民主主義の

充実化・深化が期待されるであろう。とりわけ、根拠薄弱な直情的・扇動的な政

策や、長期的視座を欠いた近視眼的政策（いわゆる、バラマキ政策など）が過度

に評価されがちな現代においてこそ、主体的に統治に関わる機会を創出すること

が、国民の一人一人が冷静かつ理性的な判断を引き出す契機となるはずである。 

なお、熟議集団の構成員が集まると、その傾向を熟議前よりも極端化させるの

が予測されるといういわゆる「 集団分極化55」という傾向は懸念される。政党の政

策について熟議するメンバーが集まれば、もともと持っている政党の思想をむし

 
53「オードリー・タンほか プルラリティ 対立を創造に変える、協働テクノロジーと民主主義の未来」サイボ

ウズ株式会社〔2025 年〕94 頁 
54「 The「BIG「ISSUE」507 号（2025/7/15）７頁。 デジタル民主主義」の特集 
55「キャス・サンスティーン『熟議が壊れるとき』勁草書房〔2012 年〕10 頁、同『♯リパブリック インター

ネットは民主主義になにをもたらすのか』勁草書房〔2018 年〕93 頁など。 
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ろ過激化してしまう恐れがある。そのためには脱分極化（構成員が極端な考えに

転じることがないようにすること）の手当が必要になるところ、その一つの対策

が、無作為抽出により構成される討議型参加手法であるミニパブリクスによって

政党運営、政策決定が行われることである（ただしミニパブリクスといってもそ

の制度設計には工夫が求められる56）。無作為であれば、おのずとサイレントマジ

ョリティーが集まることとなり、少数かつ声の大きな意見に政党の考えが引きず

られることも少なくなると思われる57。 

 

第７ 最後に 

 本稿は、政治学・公法学の観点から、政党の憲法上の地位や政党規制の限界を網羅的に

論じるものではない。私がこれまで法律実務家として活動するなかで抱いた問題意識をも

とに、政党不信と政治参加の停滞という現実的課題に対し、半ばチャレンジングな別添コ

ードを叩き台として示し、問題提起を目的とする政策提言である。 

 もとより、政治改革は政党改革に尽きるものではない。インターネット空間における虚

偽情報や有料広告をめぐる選挙ルールのあり方、政治資金の規制と透明化など、検討すべ

き課題はなお多い。政党改革は、これらの課題と相互に関係しながら、民主政治の基盤を

立て直す一つの重要な柱として位置づけられるべきである。本稿が、政党改革に関する議

論の一助となれば幸いである。 

以上 

  

 
56「近年、ミニパブリクス研究ではポピュリスト政党の指示獲得戦略との関係で分析されるようになってきてい

る等の報告もあり、ミニパブリクスの否定的な側面も報告されている。本稿ではその点には立ち入らない。長

野基『市民ワークショップは行政を変えたのか』勁草書房〔2024 年〕6 頁、221 頁参照。 
57「キャス・サンスティーン前掲『♯リパブリック インターネットは民主主義になにをもたらすのか』122 頁

には、脱分極化について分析している。ある考えを持つ人と反対の考えを持つ人の同数での集団討論は脱分極

化が起こりうる。 
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政党ガバナンスコード私案 

１ 政党ガバナンスの制度化  

〔基本原則１〕 

政党（政党本部をいう。以下同じ。）は、目指すべき国家像を確立し、議会制民主主義の中核的主体として、構成員による

実効的な監視及び監督が可能となるよう意思決定手続及び監督体制その他の具体的ルールを含む適切なガバナンス体制を

整備しなければならない。また、政党は、特定の者に権限及び意思決定が過度に集中することのないよう、十分に配慮を行

うべきである。 

原則１－１（国家像） 

政党は、自らが目指すべき国家像、社会の在り方及び政治理念（以下、これらを「 国家像等」という。）を確立して、これ

を社会に提示するとともに、不断にその内容を検証しつづけなければならない。また、具体的な政策又は政治活動は当該

国家像等に基づいて提案及び実行されるものとする。 

原則１－２（意思決定過程の透明化） 
政党は、意思決定及び政策協議の過程について、事柄の性質に応じた適切な対象範囲（議員、党員または国民）を定めたう

えで、透明性を確保しなければならない。 

原則１－３（説明責任） 政党は、執行部が講じた措置又は対応について、適切な方法により、説明を行うべきである。 

原則１－４（権力分立の仕組制定） 

政党は、執行部の選任及び解任並びに在任期間等について、客観性及び透明性のある手続を確立しなければならない。ま

た、執行部の権限及び責務を明確化するとともに、執行部に対する実効性の高い監督・抑制を可能とする党内権力分立の

体制を整備すべきである。 

原則１－５（合理的な政策立案） 
政党は、政策の企画、立案又は変更を行うに際しては、専門的な知見を有する学識経験者その他の第三者を適切に関与さ

せるなどして、当該政策の客観的な合理性、相当性及び実効性を確保するよう努めるべきである。 

２ 多様な人材の登用及び育成  

〔基本原則２〕 

政党は、多様な人材の発掘及び登用に日常的に取り組むとともに、その所属する議員、公認候補予定者その他の関係者（以

下、 関係者等」という。）に対し、政策の立案に関する能力その他必要な能力の向上を図るための支援をしなければならな

い。また、関係者等が行う政治活動及び選挙運動に対する必要な支援を適切に行うべきである。 
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原則２－１（公認候補予定者擁立にかかる

基本方針及び基本計画） 

政党は、多様な経験及び幅広い視点を有し、又は専門的な知識経験を有する公認候補予定者を擁立するため、基本方針及

び基本計画を策定しなければならない。 

原則２－２（人材育成） 
政党は、関係者等に対して、研修を適切に実施するなど組織的な教育・研修の機会を提供するとともに、資格取得奨励制度

その他の能力及び資質向上に資するための制度を設けるべきである。 

原則２－３（当選しなかった場合の支援） 
政党は、所属議員が選挙において当選しなかった場合において、当該者が円滑に職業生活へ移行し、又は政治活動を継続

し得るよう、その事情に応じた必要な支援を整備すべきである。 

原則２－４（支部長等に対する選考手続） 

政党は、衆議院議員選挙又は参議院議員選挙の公認候補予定者への就任を希望する者に対し、その能力を適切に評価する

ため、試験及び面接等を実施し、当該人物がこれらの職に就任することが適当か否かを精査すべきである。この場合にお

いて、党員その他の利害関係人に対して試験の結果を公表することを妨げるものではない。 

原則２－５（議員の政治活動の可視化） 

政党は、国民による実効的な監督及び監視に資するため、関係者等の政治活動の状況を可視化する環境を整備すべきであ

る。この場合において、評価が主観的又は表面的な要素に偏ることを防ぎ、多様な役割を担う関係者等の公正な評価を確

保するため、客観的な評価基準の公表と一体としてこれを行うべきである。 

３ 法の支配の貫徹  

〔基本原則３〕 

政党は、第三者による不当な干渉を排除し、自律的に運営されることを旨としなければならない。ただし、その自律性は、

法の支配の理念に則り、適正手続の原則を損なうものであってはならず、その運営は、公正かつ透明な手続により行われ

なければならない。 

原則３－１（綱領による運営） 
政党は、綱領、党則、規約その他これに相当する適切な行為規範を制定し、一連の規範に従って運営されなければならな

い。 

原則３－２（違法行為の根絶） 
政党は、党内の違法行為を根絶し、及び高い倫理を保持するために、倫理規定、内部通報制度又は事実関係の調査及び審査

を行うための審査手続その他の合理的な規範を設けるべきである。 

原則３－３（情報開示手続） 政党は、国民に対する説明責任を果たすために、事柄の性質に応じた適切な対象範囲（議員、党員または国民）を定めたう
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えで、情報開示手続を速やかに設けるべきである。 

４ 民意の集約  

〔基本原則４〕 
政党は、国民の多様な意思及び利害を把握、集約又は統合し、これを議会に反映させるために、必要な措置を講じなければ

ならない。 

原則４－１（党員等の民意把握） 
政党は、党大会その他の機会を通じて、党員その他の利害関係人の要望を適切に把握及び集約するための制度を整備しな

ければならない。 

原則４－２（ミニパブリクスを用いる国民

の民意把握） 

政党は、党員に限らず広く国民から意見を定期的に聴取するために、市民ダイアローグその他のミニパブリクス（無作為

に選ばれた市民による討議）を実施するなどして、民意を適切に把握及び集約すべきである。 

原則４－３（デジタル技術を用いる国民の

民意把握） 

政党は、デジタル技術を駆使して、広く国民からの意見を収集し、必要な技術を用いて、それを分析し、政策決定に活かす

べきである。 

５ 民主主義の充実   

〔基本原則５〕 
政党は、集約された民意を、個別の利害を超えて、社会全体の利益として位置付けなおすことができるよう、組織運営や政

策決定の過程に国民の直接的な参加を可能にする制度的環境を整備すべきである。 

原則５－１（党員等の参加型民主主義） 

政党は、党員その他の利害関係人が組織運営や政策決定の一部に直接関与し、意見表明および討議に参加できる機会（デ

ジタルプラットフォームを含む。以下同じ）を確保するとともに、一定の賛同を得た政策提案について、その内容を尊重す

べきである。ただし、必ずしもこれに拘束されることを意味するものではない。 

原則５－２（国民の参加型民主主義）  

政党は、市民陪審その他のミニパブリクス（無作為抽出により構成される討議型参加手法）を実施し、党員に限らず広く国

民に働きかけるとともに、政策決定の一部に国民が関与し、意見表明及び討議に参加できる機会を設けるよう努めなけれ

ばならない。この場合において、政党の執行部は、これらの場から提出された意見を尊重し、少なくとも政策形成の参考と

すべきである。ただし、必ずしもこれらの意見に拘束されることを意味するものではない。 

 


